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新しい公共性における協同性 : 新しい協同組織の
意義と課題
























≪第 1 課題≫ 「新しい公共性」とは何か。その
「新しさ」は何に求められるか。
≪第 2 課題≫ 「市民自治」とは何か。その公共
性との関連はどこにあるか。
≪第 3 課題≫ 新しい公共性において「協同」は
どのような意義があるのか。











1 課題と第 2 課題）















る。（上記第 1 課題①と第 2 課題）


























































































































































































　　　　 1 ． 国家に関係する公的な（official）
ものという意味。
　　　　 2 ． 特定の誰かにではなく、すべて
の人びとに関係する共通のもの
（common）という意味。










































































































要な要素とされているが、そのうち 2 氏 2
件は国家機関性を伝統的なものとみなして相




































































































































































































































































































































































































（ 3  ）『世界』第783号、2008年10月号、岩波書店、
140～148ページ。
（ 4  ）前掲、協同総合研究所編・研究年報『新しい
公共と市民自治』24ページ。
（ 5  ）同上、協同総合研究所編・研究年報『新しい
公共と市民自治』89ページ。
（ 6  ）佐々木　毅・金　泰昌編『公共哲学　7　中
間集団が開く公共性』東京大学出版会、2002年、
246ページ、金　泰昌発言。




（ 8  ）「公共性」の定義についての主要な見解、 7
人 8 件であり、そこに「新しい公共性」が示唆
されている。





























  　・ 拙稿「国際協同組合原則と独占禁止法－原則
・組合法・独禁法の相互関係－」山梨学院大
学『経営情報学論集』第 4 号、1998年 2 月。



























  　 　なお、本法要綱案の総則中、目的、定義、組
合の基準、事業の項を以下に示しておこう。
「ワーカーズ協同組合」（仮称）法
（協同で出資し、協同で労働する組織の法律）・要綱案
第一　総則
一　目的
　 　この法律は、共同出資・共同経営で働くもの
たちの組織に対し法律上の能力を与えること等
により、働く意思のある者らが人たるに値する
生活と働き方を求め就労の場を自発的に創出す
る活動を推進し、併せてこれらの者による地域
社会の発展に貢献する活動を促進し、もって働
く意欲を持つだれもがその能力を生かせる社会
の実現に資することを目的とすること。
二　定義
1 　 協同出資・共同経営で働くとは、働く意思の
ある者たちが協同で事業を行なうために出資
をし、協同で経営を管理し、併せて協同で物
を生産し又はサービスを提供する働き方（以
下、協同労働）をいうものとすること。
2 　 協同労働を行なうための組織とは、ワーカー
ズ協同組合をいうものとすること。
三　組合の基準
1 　 組合の組合基準は、次の各号とするものとす
ること。　
（一） 組合員が任意に加入し、又は脱退することが
できるものであること。　
（二） 組合員の出資1口の金額は、各組合員において
同一の金額とするものであること。　
（三） 組合員の議決権及び選挙権は出資口数にかか
わらず、平等とするものであること。
（四） 剰余金がある場合には、働く意思のある者の
就労の創出・確保等のために支出される積立
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金及び労災事故等に備える保険引当金等に、
これを積み立てるものであること。
（五） 剰余金を処分する場合には、まず前号に掲げ
る積立を行ない、残余がある場合は労働に対
する割り戻し及び組合員が承認するその他の
活動に配分し、更に残余がある場合は出資に
対する配当を行ない得るものとするものであ
ること。
　　 ただし、配当を行なう場合は、出資に対する
配当の率が制限されるものとすること。
2 　 組合において事業に従事する者は原則として
組合員とし、組合員は組合の事業に原則とし
て従事するものとし、定款で定めを行なった
場合は、組合の事業を利用し又は事業を支援
するだけの組合員の参加を認めるものとする
こと。
3 　 組合員に関して定款で定めをなすについては、
組合の事業の利用者及びその組合が所在する
地域の地域団体又はその構成員と事業に従事
する組合員との協同を積極的に推進すること
を旨とするものとすること。
四　事業
　組合は次の事業を行なうものとすること。
（一） 社会に有用な物又はサービスを提供し、自己
及び他の者のために就労の場を自発的に創出
する事業
（二） 組合員及び他の就労希望者の職業能力及び協
同組合に関する知識の向上を図る事業
（三） 組合員の生活の共済に関する事業
（四） 地域福祉及び地球環境の向上を推進する事業
等の地域社会の発展に貢献する事業
（五） 協同組合間の協同及び前各号のいずれかの事
業を主たる事業として行なう法人等との地域
的協同を促進する事業
（六） 前各号に付帯する事業
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